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令和の⼦育て現場

46.2％から
⼦育て世帯は、36年前の半分以下に急減

1986

厚⽣労働省「2022(令和4)年�国⺠⽣活基礎調査の概況」より
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74％

⾃分の⼦どもが⽣まれる前に
⾚ちゃんの世話をした経験がない

令和の⼦育て現場

H30年横浜市第2期⼦ども・⼦育て⽀援事業計画内アンケートより
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令和の⼦育て現場

14 ％から

コロナ禍における社会制限及びサポート喪失と産後うつとの関連

コロナ禍コロナ前

2022年4⽉公⽴⼤学法⼈神奈川県⽴保健福祉⼤学⼤学院研究報告より

30％へ
コロナ禍で出産・育児を経験した⼥性の「産後うつ」の割合が倍増
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核家族世帯の
増加

働く妊婦 もっと育児に
関わりたい⽗親

・ライフスタイルや就労形態が変わるなか、なお⼦育てが家庭（主
に⺟親）の責任となっている
・産後に「⾟い」「助けて」と⾔いやすい地域のつながりを⽇常お
よび産前からもつ必要性がある（コロナ禍で孤⼦育てが急加速）

令和の⼦育て現場
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令和の⼦育て現場

４割の⼦育て世代が「地⽅移住に関⼼あり」

2023年1⽉カラダノート「⼦育て世代の移住に関するアンケート」より

⼦どもにとって豊かな教育・⽣活環境と地域コミュニティを求めて

うち３割は、⼦どもの⼊園・⼊学前を地⽅移住のタイミングに⾒据える
不安に思うことの特徴は「医療環境」「地域コミュニティ」「給与⽔準に伴う⾦銭的な不安」
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588⼈から

20212000

湖⻄市の出⽣数の推移より

298⼈へ

湖⻄市の現状

出⽣数は、21年間で約半分に急減
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湖⻄市の現状
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湖⻄市の現状
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⼦育てにやさしい湖⻄市の
まちづくりの推進しながら
「職住近接」を�実現するには？
への個⼈的・主観的提⾔

提⾔（MOTTO)
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ある、から
知っている、へ

ない、から
増やす、へ

⼦育てにやさしい
湖⻄市のまちづくりの推進のため

提⾔（MOTTO)

加える、と
変える
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ある、から
知っている、へ

利⽤者の声を広める

保育園情報の共有を早期に

今あるサービスの周知・利⽤の促進
「知らない」「利⽤の仕⽅が分からない」
「利⽤が⾯倒」を解消する

実際利⽤したひとはどう嬉しかったのかを明らかに、
「私なんて」と利⽤を控えてしまうひとを減らす。

⼊園希望数を妊娠期・0才から把握すること
で、園側の受け⼊れをスムーズにし、待機児
童を解消する。⼀時保育情報共有の充実も。

提⾔（MOTTO)
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加える、と
変える

⽀援の担い⼿の増員

事前登録・利⽤の促進
事前登録が必要な⼦育て⽀援サービスは妊娠中に
登録、利⽤者の声を確認し、利⽤を疑似体験。
産後ケア・ホームヘルパー補助等の利⽤要件を緩
和し1⼈1度は利⽤する。

専⾨家領域と⽀援者領域を分け、地域にいる隣
接職と連携する（潜在保育⼠・看護師の時短勤
務、⼦育て⽀援員の増員）

提⾔（MOTTO)

⽀援者のネットワークづくり
こども未来部、市内保育園・こども園、⽀援員、⺠⽣児童
員、家庭相談員、社協、図書館、児相、⼦育てサークル、
保護者代表などが⼀堂に集まり、独⾃の活動をする場を。15



ない、から
増やす、へ

第2⼦、第3⼦出産時のケア

⼦育てひろばへのアクセス向上

⽗親⽀援
⽗親も産後うつになる時代。
⺟親や⼥性⽀援者からの押し付けではない環境
で⽗親になる⽀援・プログラム提供

第1⼦妊娠時に限定されている産前教室や交流会
等を第2⼦、第3⼦の希望者にも利⽤可とする

開館時間中に⾞移動可能なひとの利⽤が前提の
現状。ひろば（⽀援拠点）を増やすか、移動⽀
援をするか。

提⾔（MOTTO)
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「数」を追うよりも
「濃さ」のある優しい⼦育て⽀援を

#湖⻄で暮らそうの実現のために

まとめ

今ある資産の利活⽤・施設修繕は必要な分だけ、
「ひと」と「つながり」に社会資源を投資する
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